
再評価結果（令和５年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：長谷川 朋弘

事業名 一般国道３５７号 東京湾岸道路（神奈川県区間） 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
とうきょうわんがんどうろ

区分 主体 関東地方整備局

起終点 自：神奈川県川崎市川崎区浮島町 延長
か な が わ け ん か わ さ き し か わ さ き くうきしまちょう

至：神奈川県横須賀市夏島町 26.7km
か な が わ け ん よ こ す か し なつしまちょう

事業概要

一般国道357東京湾岸道路は、横須賀市から横浜市、川崎市、東京都、千葉市美浜区に至る延長約80km

の道路である。一般国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間）は、内陸部の交通混雑緩和を図ると共に、

湾岸地域に立地する諸都市、諸施設の機能の効率化に資することを目的とする道路である。

S52年度 S52年度都市計画決定 S56年度用地着手 S53年度工事着手

～平成元年度事業化 S63年度都市計画決定

全体事業費 約3,190億円 事業進捗率 54% 供用済延長 23.0km

（令和4年3月末時点）

計画交通量 9,800～68,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.6 2,794/14,630億円 7,334/24,134億円 令和4年

（1.2） 事 業 費：2,683/14,299億円 走行時間短縮便益：7,044/21,861億円

(残事業) 2.6 維持管理費： 111/ 331億円 走行費用減少便益： 282/ 2,104億円

（1.3） 交通事故減少便益： 8.9/ 169億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝ 1.5～1.8（交通量 ±10％）【残事業】交通量 ：B/C＝ 2.3～3.0（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝ 1.6～1.7（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝ 2.4～2.9（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝ 1.5～1.8（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝ 2.3～2.8（事業期間±20％）

事業の効果等

①内陸部の渋滞緩和

・国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間）に並行する主要幹線道路（国道1号､15号､16号､産業道路）

では、大師河原交差点、青砥坂交差点や君ヶ崎交差点等の主要渋滞箇所を先頭に、交通渋滞が発生。

・国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間）の整備により、内陸部の交通が臨海部に転換し、内陸部の

交通混雑緩和が期待。

②生産性の向上や防災機能の強化

・国道357号東京湾岸道路の沿線には、物流・人流の面から我が国の経済にとって非常に重要な京浜港・

羽田空港等が存在。

・加えて、首都直下地震等の大規模災害が発生した際、緊急物資等を輸送する中継拠点等となる東扇島

地区基幹的広域防災拠点が存在。

・国道357号東京湾岸道路の整備により、物流・人流の効率化や、防災機能の強化に寄与。

③事故削減

・並行する主要幹線道路で発生した死傷事故の約3割は追突事故。

・国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間）の整備により、交通の円滑化が図られ事故削減が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

神奈川県知事の意見：

一般国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間）は、国際コンテナ戦略港湾である京浜港や国際空港であ

る羽田空港、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」の産業・機能の集積拠点などを結び、

我が国の国際競争力の強化につながる大変重要な路線である。

また、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点を連絡し、大規模災害時の国内、海外からの支援物資の輸送

を担うなど、首都圏全体の防災性向上にも資する路線である。

一般国道357号東京湾岸道路の整備により、物流・人流の効率化や防災機能の強化に大きく寄与するこ

とから、コスト縮減等に十分配慮し、引き続き、本事業を強力に推進し、事業中区間の早期整備及び夏

島以南の早期計画具体化を図られたい。

横浜市長の意見：

本路線は、本市臨海部における広域的な交通ネットワークの形成、物流の効率化に資する重要な路線

です。

特に、八景島―夏島区間は並行する国道16 号の混雑緩和による本市南部地域の交通円滑化に繋がるた



め、地元関係者との十分な調整を図りつつ、着実な推進をお願いします。

川崎市長の意見：

一般国道３５７号東京湾岸道路は、首都圏の広域的なネットワークを構築する幹線道路として位置づ

けられ、首都圏の国際競争力の強化を図るための空港、港湾の連携軸として、また、京浜臨海部の活性

化や湾岸部への交通誘導などの面からも重要な路線であり、その整備効果は広域的に発現し、広く沿線

自治体に利益をもたらす路線であると認識している。

また、本市の都市機能を強化する広域的な道路ネットワークの形成や、市内の交通混雑の解消及び沿

道環境の改善、災害時における物資輸送を支えるネットワークの確保等の観点からも、事業の推進が必

要なことは理解する。

しかしながら、この度の事業費の増加は、本市にとって極めて重い負担となるため、本市の財政状況

を鑑みると、誠に遺憾である。ついては、引き続き徹底した事業費の縮減や平準化等に取り組むと共に、

これまで以上に情報共有を行いながら、着実な事業の推進を図られたい。

なお、今後の国直轄事業においては、当初計画からより精度の高い事業費の算出に加え、事業変更や

工期短縮等について十分に協議・調整を図られたい。また、国道３５７号の本市区間については、羽田

空港至近に位置すること等から大規模なトンネル工事となり、膨大な事業費が必要になるため、本事業

の特徴である広域的な整備効果等を考慮した推進方策の検討や、負担軽減に資する新たな費用負担のあ

り方に関する検討を行われたい。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を了承する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

首都高速道路湾岸線が平成13年に全線供用。平成22年8月に京浜港の国際コンテナ戦略港湾の選定。平

成22年10月に羽田空港の再拡張。平成23年12月に京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区が

指定。東京臨海広域防災公園の開園など、様々な地域開発が進行している。

事業の進捗状況、残事業の内容等

令和4年3月末時点で、用地取得率は約96％。

平成25年度には根岸地区が完了。平成27年度には本牧地区が開通。

多摩川トンネル及び福浦～夏島町区間において調査設計及び工事を推進中。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き、周辺の道路整備や開発動向を勘案しつつ、全線完成供用を目指して事業促進を図る。

施設の構造や工法の変更等

多摩川トンネルについては、本線トンネルのインバート現場打ち、シールドトンネル部の舗装の変更、

設備ケーブル・消化用配水系統の見直し、トンネル内装工の見直しおよび建設発生土の処分先変更によ

り、コスト縮減を推進。

引き続きコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を

踏まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。

事業概要図

※ 費用対効果分析結果及び感度分析の結果は国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間・東京都区間区間）

71.4kmの整備区間を対象とした場合、（ ）書きの値は、神奈川県区間28.7kmの結果を示す。

※ 神奈川県区間の費用便益分析結果は多摩川トンネル（東京都区間分）を含む事業費約4,180億円による結果。

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額に割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


